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Ｓ３７ 児童扶養手当の支給 
 ※当初は月額８００円から始まり，物価の変動に合わせて，Ｓ５０年： 
 １５，６００円⇒Ｈ元年：３５，１００円⇒Ｈ１５年：４２，３７０円⇒Ｈ２６年： 
 ４１，０２０円と額の改定が行われている。 
   また，Ｈ２０年度より，手当受給開始から５年等を経過した場合に， 
 就業が困難な事情がないにもかかわらず，就業意欲がみられない場 
 合について，支給額の２分の１を支給停止とする措置を実施している。 
 

Ｓ４４以降 遺児手当，児童福祉手当等の支給 
 ※女性が就労収入を得ることが困難な時代において，経済的に困窮 
  している母子への支援策として，市単独扶助費の支給を開始した。 
   当初は２，０００円，Ｓ５０年に３，０００円になった以降，手当月額は， 
   変わらず一定の状況である。  

Ｓ２７ 母子福祉資金貸付法 （福祉資金貸付，母子相談員の設置） 
Ｓ３６ 児童扶養手当法 （現金給付） 
Ｓ３９ 母子福祉法 （現在の「母子及び寡婦福祉法」の基礎） 
Ｓ５６ 母子及び寡婦福祉法 （母子家庭に加え寡婦も支援対象） 

ア 就業支援 
 ・ ハローワーク等との連携 
 ・ 母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進 
 ・ 職業能力開発のための給付金支給 
 

イ 子育て・生活支援 
 ・ 母子自立支援員による相談支援 
 ・ ヘルパー派遣などによる子育て，生活支援 
 ・ 保育所の優先入所 
 

ウ 養育費確保支援 
 ・ 養育費相談支援センター事業の推進 
 ・ 母子家庭等就業・自立支援センターにおける養育費相談の推進 
 

エ 経済的支援 
 ・ 児童扶養手当の支給    ・ 母子寡婦福祉資金貸付 

背景  ・ 離婚の増加に伴う母子家庭の増加 
     ・ 就業率は高いが，収入や地位が不安定 
     ・ 就業意欲が高い 
     ・ 養育費確保の支援も必要 

  ②Ｈ１５ 「母子及び寡婦福祉法」の改正による 
        就業・自立に向けた総合的な支援（４本柱） 

①戦後に始まる母子家庭への施策 ①手当の支給 

Ｈ１５ 母子家庭等就業・自立支援センター事業  
   資格取得研修の実施，就労，養育費等の総合相談 
 

Ｈ１５ 母子家庭等日常生活支援事業 
   一時的な生活援助や保育サービス 
 

Ｈ１６ 自立支援教育訓練給付金事業 
   資格取得のための講座受講料の助成 
 

Ｈ１６ 高等職業訓練促進給付金等事業  
   専門的な資格取得のための修業期間中の生活費支援 
 

Ｈ１８ 母子自立支援プログラム策定事業  
   母子自立支援員による支援策の提案 
 

Ｈ２３ 企業との連携による就労支援事業  
   カウセリング，パソコン指導，求人開拓等の総合的な就労支援 
 

Ｈ２５ 生活保護受給者等就労自立促進事業  
   市役所１階みやハローワーク就労支援コーナーにおける就労相談 

④国の支援制度活用による就業・自立に向けた支援 

 戦後の死別母子家庭対策に始まった支援策は，平成１５年に
「就業・自立に向けた総合的な支援」へと転換し，その後，支援
対象が父子家庭へ拡大され，財源の安定化が図られている。 

＋ 

背景 

１ ひとり親家庭を取り巻く社会状況等 ２ 国のひとり親家庭支援策 ３ 市のひとり親家庭支援策 

③父子家庭への拡大と就労支援策の充実強化 

⑴ ひとり親世帯数の増大 

⑶ 子どもの貧困問題 
 ・ ひとり親世帯での貧困率５０．８％ （OECD加盟３４か国中３３位） 
 ・ 貧困の連鎖の問題 

年度 H５ H１０ H１５ H１８ H２３ 

世帯数 ９４．７ １１１．８ １３９．９ １３９．２ １４６．１ 

（単位：万） ア 全国のひとり親世帯数 

（出典）厚生労働省「全国母子世帯等調査」 

ウ 本市の児童扶養手当受給者数 

年度 H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ 

受給者 ３，９３６ ４，１５６ ４，１７２ ４，２１３ ４，２４６ 

（単位：人） 

（出典）厚生労働省「平成２３年度全国母子世帯等調査」 

年度 S５３ Ｓ５８ H５ H１５ H２３ 

死別 ４９．９ ３６．１ ２４．６ １２．０ ７．５ 

離婚 ３７．９ ４９．１ ６４．３ ７９．９ ８０．８ 

（単位：％） イ 母子世帯になった理由別 構成割合の推移  

⑵ 雇用の回復 

⑷ 安倍内閣３本の矢の１つである成長戦略としての女性の就労支援 
 ・ 待機児童の解消 
 ・ 職場復帰・再就職の支援 

年度 H２２ H２３ H２４ H２５ H２６．４ 

倍率 ０．５０ ０．６１ ０．７９ ０．８６ ０．９８ 

（単位：倍） ア 栃木県の有効求人倍率 

（出典）栃木労働局職業安定部職業安定課提供資料 

 ひとり親家庭は毎年増加している。昭和５８年に離婚が死別を上
回った以降，離婚の割合が高い。社会的に離婚に対する認識も変
わりつつあり，今後もひとり親家庭は増加が見込まれる。 

 リーマンショック以降，毎年改善している。 

 政府は法律に基づき大綱を定めるべく，子どもの貧困対策会議を
実施。７月下旬大綱公表予定。 

 国として女性の就業のための環境整備を行っている。 

⑤現在の支援策 （次頁の一覧に続く） 

ア 父子家庭への拡大 
  Ｈ２２ 児童扶養手当 
  Ｈ２５ 母子家庭等自立支援給付金事業 
  Ｈ２６ 母子寡婦福祉資金貸付 

※平成２２年度より父子家庭も対象 

②医療費の助成 

Ｓ５１ ひとり親家庭医療費助成制度（県補助） 

③貸付 

Ｈ８ 母子寡婦福祉資金貸付 （中核市移行により，県から事務委譲） 

イ 就労支援策の財源の国の当初予算化 
  Ｈ２５ 高等技能訓練促進費等事業 
      （現高等職業訓練給付金等事業） 
  Ｈ２６ 企業との連携による就労支援事業 

＜平成２６年度宇都宮市当初予算＞ 

※月の就労収入＋ひとり親家庭の手当（扶養子ども１人）の場合 
  （H26.3「子ども・子育て支援に関するニーズ調査 母子家庭調査」に おける， 
 月額平均就労収入および児童扶養手当額） 

＜ひとり親家庭の収入内訳例＞ 

就労・生活支援事業   0.5億円 （2.1%） 

貸付 
1.5億円（6.3%） 

市単独手当 
3,000円（1.6%） 

市単独手当  2億円（8.3%） 

＜平成２６年度母子寡婦等福祉対策関係予算案（厚生労働省）＞ 

 ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進 9,912百万円（5.2％） 
  

エ 本市の人口に占めるひとり親家庭の割合（Ｈ２３年度） 

※人口に占める児童扶養手当受給者の割合は，０．８２２％。 
  全国の割合は０．８３７％で，ほぼ同水準である。 

児童扶養手当 173,614百万円 （92.1％） 
  

母子寡婦福祉貸付金  5,040百万円（2.7％） 
  

児童扶養手当 20億円 （83.3%） 

就労収入  143,612円 （77.4%） 
児童扶養手当 
 38,941円 
（21.0%） 
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高等職業訓練促進給付金事業 （看護師，介護福祉士，保育士等を目指す修業期間中に，生活支援として，月１００，０００円～７０，５００円を支給） 

自立支援教育訓練給付金事業 （パソコン，簿記，介護，語学等の講座受講料の２０％を助成） 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 （県ひとり親家庭福祉連合会への業務委託による介護職員初任者研修，Excel・Word入門研修） 

企業との連携による就労支援事業 （民間企業への業務委託によるカウンセリング，ビジネスマナー・パソコン指導，求人開拓等の総合的な支援） 

母子自立支援プログラム策定事業 （母子自立支援員による子育て状況や本人の希望を踏まえた支援策の提案） 

母子家庭等日常生活支援事業 （市母子連への業務委託による就職活動等における一時的な生活援助や保育サービス） 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 （県ひとり親家庭福祉連合会への業務委託による就労相談，弁護士による専門相談，養育費相談） 

母子寡婦福祉資金貸付 （子どもの高校・大学の学費の資金，生活資金等の貸付） 

ひとり親家庭医療費助成制度 （保険診療自己負担額について，医療機関・診療月毎に５００円を引いた額を助成） 

 市単独手当等 ： 遺児手当， 児童福祉手当， 母子家庭等児童入学祝金， 母子家庭等援護費 
                （児童1人3,000円/月）         （15,000円/人）                  （15,000円/年）   

保育所（入所の際の福祉的配慮）  

生活保護受給者等就労自立促進事業 （市役所１階「みやハローワーク就労支援コーナー」における求人情報の紹介等） 

市女性相談所 （カウンセリング，弁護士相談） 

とちぎ男女共同参画センター （就労相談，弁護士相談） 

ＤＶ被害者を対象とした就労支援のためのＩＴ講座 

ハローワークによる求職者支援制度 （職業訓練受講給付金） 

一般市民向けの資格取得講座 

就職困難者雇用奨励制度 （ひとり親家庭等の就職困難者を雇用した事業主への助成金） 

一般市民向けの就職支援セミナー，キャリアカウンセリング 

自立 

福
祉 

児童扶養手当 （国の手当）   支給月額（第１子分）４１，０２０円～９，６８０円 

子の年齢→ １８歳 ２０歳 １５歳 ６歳 

一般向け 

ひとり親家庭向け 

貸
付 

現在の支援策一覧 

 国の支援制度や関係機関の事業の活用などにより，就業・自立に向けた総合的な支援を実施している。 

ファミリーサポートセンター事業 利用料７００円～８００円/時間 

病児病後児保育事業 利用料２，５００円/日（生活保護・非課税世帯は無料） 



主な取組内容と進捗状況 
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自立支援教育訓練給付金事業 
 【概要】 指定された教育訓練の受講料の２０％に相当する額を支給する。 
 【支給件数】  Ｈ２１：９件  ⇒  Ｈ２５：５件              

高等職業訓練促進給付金等事業 
 【概要】 看護師，保育士，介護福祉士等専門的な資格が取得できるよう，給付金を支給する。 
 【支給件数】   Ｈ２１：３１件  ⇒  Ｈ２５：３２件              

母子家庭等就業・自立支援センター事業 
 【概要】 就業相談や養育費相談・弁護士による専門相談等，一貫した就業・自立支援を行う。（県ひとり親家庭福祉連合会への業務委託） 
 【相談件数】  Ｈ２１：２２６件  ⇒  Ｈ２５：１１０件             

母子家庭等日常生活支援事業 
 【概要】 就職活動等の緊急時に，家庭生活支援員を派遣し，家事・育児の支援を行う。（市母子寡婦福祉連合会への業務委託）      
 【派遣日数】  Ｈ２１：２６日  ⇒  Ｈ２５：１３３日         

母子寡婦福祉資金貸付 
 【概要】 技能取得資金や児童の就学資金等を無利子または低利で貸付ける。   【貸付件数】   Ｈ２１：２０６件  ⇒  Ｈ２５：２６１件                

市単独手当等（遺児手当・児童福祉手当・母子家庭等児童入学祝金・母子家庭等援護費） 
 【支給児童数（遺児手当＋児童福祉手当）】  Ｈ２１：３，９９６人  ⇒  Ｈ２５：４，１２１人 
 【支給額合計】  Ｈ２１：１９３，５８４千円  ⇒  Ｈ２５：２００，６４９千円 
 
  

生活保護受給者等就労自立促進事業    
    【概要】 市役所１階「みやハローワーク就労支援コーナー」にて求人情報の紹介を行う。 
  【支援者数】 Ｈ２５：４５人   【就労者数】 Ｈ２５：１６人    （H２５．７～事業開始）             

企業との連携による就労支援事業  
 【概要】 カウンセリング，研修，求人情報の紹介等の総合的な支援を行う。（民間企業への業務委託） 
   【支援者数】 Ｈ２３：１２４人 ⇒ Ｈ２５：１４０人   【就労者数】 Ｈ２３：６２人 ⇒ Ｈ２５：５２人  （H２３年度～事業開始）             

児童扶養手当（国の手当） 

 【概要】 児童扶養手当法に基づいて手当を支給する。  
 【受給者数・支給額】  Ｈ２１：３，９３６人 ・ １，８１２，３１７千円  ⇒  Ｈ２５：４，２４６人 ・ ２，００４，７２９千円         

就
労 

【支給件数合計】 
 Ｈ２１：４０件  ⇒  Ｈ２５：３７件              

【支援者数合計】 Ｈ２５：１８５人 
【就労者数合計】 Ｈ２５：６８人              

 ひとり親家庭等の就労による自立を支援するため，平成２３年度より就労支援のノウハウを持った企業との連携による就業支援に取り組んでおり，就労に対する相談から職業紹介，職業訓練，就職
活動支援，就職後のフォローまで一貫した支援を行っている。また，平成２５年度より，ハローワークと組織的な連携を図った「生活保護受給者等就労自立促進事業」を実施しており，母子自立支援員と
ハローワーク職員が連携した支援を行っている。 
 就労支援の他，養育費相談・弁護士による専門相談等の総合相談や母子家庭等日常生活支援事業による家事・育児支援，手当の支給や貸付等，ひとり親家庭の自立に向け，総合的な支援を行っ
ている。 

＜主な取組＞ 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 
 【概要】 就業相談や介護職員初任者研修・Excel・Word入門研修等の就業支援講習会の実施等，一貫した就業・自立支援を行う。（県ひとり親家庭福祉連合会への業務委託） 
 【介護職員初任者研修修了者数】  Ｈ２１：１４人  ⇒  Ｈ２５：６人             



課題⑴ 
 

ひとり親家庭の生活基盤の安定のための 
「就労支援」の充実 

現状・市民ニーズ 

⑧ひとり親になった年齢 （厚生労働省「平成２３年度全国母子世帯等調査」） 

 ２０～３０代が全体の７割を占めている。 【平均】母子家庭：３３．０歳，父子家庭：３８．５歳 

⑨企業から求められる人材 （子ども家庭課によるハローワークや人材派遣会社への聞き取り調査） 

 ニーズが高い事務職に就くためには，これまでの経験やコミュニケーション力が求められることのほか，ＭＯ
Ｓ（マイクロソフトオフィススペシャリスト），ＷＥＢ作成，簿記，電話応対力等の資格やスキルが有効である。 

⑪年齢階級別常用労働者の有効求人倍率（２４年度） （総務省統計局「年齢階級別常用労働者の有効求人倍率」） 

  ２５～２９歳：０．９７， ３０～３４歳：１．００， ３５～３９歳：０．９１， ４０～４４歳：０．８８             
                                                （３０～３４歳を１．００とする） 

⑫シングルマザーの求職期間  
（労働政策研究報告書「シングルマザーの就業と自立」労働政策研究･研修機構，２０１２年）  

  ・ 平均３．６ヶ月 
  ・ 母子家庭となった後５年以上経過しても，経済的自立度に有意な影響を与えない，又は自立にマイナスの 
       影響を与える。 

⑬児童福祉手当受給者の市民税所得割課税による支給停止までの期間 （子ども家庭課調べ） 

  ・ ３年未満：６７％ （５年未満は８０％） 
  ・ ５年以上の受給者（全体の２０％）のうち，約半数が生活保護受給者と見込まれる。 
  ・ ニーズ調査では，「病気･障がい等で就労困難」な方は，全体の約３．５％ 
    （未就業者のうち，病気で働けない方の割合） 

⑩採用のための支援 （子ども家庭課によるハローワークや人材派遣会社への聞き取り調査） 

 企業と応募者のマッチングのためには，条件等についての交渉が必要になる。これにより，求人票の条件に
満たない場合においても，採用となることがある。 

１ 早期の就労に結びつく支援 

 ひとり親になったことを機に転職した人が多く，また現時点でも
転職・就職を希望する人は多い。 

 ひとり親になった年齢の７割を占める２０～３０代は，求人倍率
が高く就労に有利である。 

 現状では，ひとり親となった後，一定の収入を得るようになるま
でに３～５年を要している。 

 企業が求めるコミュニケーション力や経験を積むため，また，
将来の子どもの学費などに備え，早めに就労活動を行うことが
有効かつ必要と考えられる。 

２ 就労に有効なスキル･資格取得の支援 

 求職活動の際の問題として，資格や技術がなかったことを挙げ
る人が多く，仕事をするうえで 「資格をとりたい」 というニーズも
多い。 

 また，雇用側も資格・スキルがあることが就労へのプラス要因
としており，専門的な資格・スキルがあることで，安定した就労・
収入を得ることができると見込まれる。 

 ⑦仕事を続ける（仕事に就く）上で，今後とりたいと思っている資格や技術（母子家庭） 
  「パソコン」３７．３％，「医療事務」２１．０％，「外国語」１１．８％，「介護福祉士」・「簿記」１１．１％ 

①現在の就業状況（母子家庭） 
 ・ 母子家庭全体               「常勤」４０％， 「臨時･パート」３４％ 
 ・ 小学校入学前の子を持つ母子家庭 「常勤」２３％， 「臨時･パート」４４％で，臨時・パート割合が高い 

 ⑥求職活動をした際の主な問題点について 
  「必要な資格や技術を持っていなかった」  母子家庭３２．８％，父子家庭３２．３％ 

②現在の収入状況  

 【年間総収入】  母子家庭は約７割，父子家庭は約６割が，年間総収入３００万円以下 
 【年間就労収入】 ・ ２００万円未満の世帯の割合が母子家庭全体では５５．７％ 
            ・ 小学校入学前の子を持つ母子家庭では，７０．６％を占める。 

③ひとり親家庭になったのを機に転職をした  母子家庭５１％， 父子家庭３５％ 

④就業中のうち，転職を希望する人   
       母子家庭全体４０％（小学校入学前の子がいる世帯は５０％），父子家庭３０％ 

⑤未就業のうち，就職を希望する人   
  母子家庭全体８９％（うち，就学前の子がいる世帯では１００％）  

ニ
ー
ズ
調
査 

 ひとり親家庭は，勤務時間など就労条件に制約があるため，
雇用側と応募者との条件が合わず，就労に結びつかないケース
が多い。 

 そのため，それぞれの条件を調整し，すり合わせて就労に結
びつける支援が有効であると考えられる。 

３ マッチング支援 

「ひとり親家庭等の自立に向けた支援の充実」   ３つの課題の総括① 

そ
の
他
調
査 
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現状・市民ニーズ 

⑧子どもが病気になったときの対応 
  （子ども家庭課によるハローワークや人材派遣会社への聞き取り調査） 

 企業は，従業員に急に休まれることを避けたいため，小さい子がいる応募者については，
子が病気のときの対応が面接時でのチェック項目となることがある。このため，預け先を確保
しておく必要がある。 

①相談や情報提供に関して希望する支援策 
 ・ 「就職や生活に関する相談が１か所で受けられること」 
    母子家庭３８．０％（１位），父子家庭２４．１％（２位） 
 
 ・ 「様々な場所で母子家庭等の支援策について情報が提供されること」 
    母子家庭３５．４％（２位），父子家庭４４．３％（１位）  
 
 ・ 「身近な場所で就職情報が提供されること」 
    母子家庭２６．４％（３位），父子家庭１２．７％（５位）   

ニ
ー
ズ
調
査 

課題⑵ 
  

ひとり親家庭の子育てと仕事の両立のための 
「子育てや生活面での支援」の充実 

 １ 総合的に相談できる場所の整備  

 ２ 様々な場面での情報提供 

  ２ 就職活動時や就労時等の子育て支援 

 子どもがいることが採用時のチェック事項になることや，就業後
も子どもの急病時の対応に悩んでいる人が多い。 

 １ 子どもの成長に合わせた生活面での 
     支援 

 子育てと仕事の両立に関して，疲れており，子どもへの時間が
なかなか取れないことや，教育面での悩みが特に多い。 

課題⑶ 
  

ひとり親家庭への支援策の利用促進のための 
相談機能の充実や情報提供等の取組の推進 

「ひとり親家庭等の自立に向けた支援の充実」   ３つの課題の総括② 

⑦学校種別学習費総額（年間） （文部科学省「平成２４年度子供の学習費調査」） 

  ・ 公立小学校：  ３０５，８０７円         ・ 公立中学校：  ４５０，４３０円 
  ・ 公立高等学校：３８６，４３９円（給食なし）  ・ 私立高等学校：９６６，８１６円  
  →成長につれ増大傾向 

③求職活動をした際の主な問題点について 

 ・ 「子どもが小さいことを問題にされた」 
    母子家庭４３．９％（１位），父子家庭１９．３％（５位） 
 ・ 「ひとり親家庭であることを問題にされた」 
    母子家庭２７．２％（４位），父子家庭２９．０％（３位） 

⑤子どもが病気になったとき世話をする人  
 「あなた自身」  母子家庭７８．１％，父子家庭５８．２％ 

①ひとり親家庭になった当時困ったこと  
 ・ 「子どもの世話や教育」  母子家庭５８．５％（１位），父子家庭７４．７％（１位） 
 ・ 「仕事のこと」  母子家庭５１．４％（２位），父子家庭４０．５％（２位） 
 ・ 「収入がなくなったこと」  母子家庭４０．６％（３位） 
 ・ 「家事のこと」  父子家庭３９．２％（３位） 

②仕事からの帰宅時間 

 「午後６時～８時」 母子家庭５０．１％（１位），父子家庭４８．３％（５位） 

④仕事と子育ての両立に関する悩み  
 ・ 「肉体的・精神的に疲れている」 母子家庭５４．０％（１位），父子家庭５０．０％（１位） 
 ・ 「子どもとの会話や団らんなど接する時間が尐ない」 
    母子家庭２９．３％（２位），父子家庭２６．７％（３位） 
 ・ 「子どもが急に病気になったときでも仕事を休むことができない」  
    母子家庭２６．３％（３位）， 父子家庭３３．３％（２位） 

⑥子育てに関する希望策について 

 「子どもが病気のときに子どもの世話をしてくれる人や場所」 
   母子家庭２７．４％（１位），父子家庭３１．６％（１位） 

ニ
ー
ズ
調
査 

そ
の
他
調
査 



「宮っこ 子育ち・子育て応援プラン」施策体系 

Ⅱ．妊娠・出産や子
育ての希望がかなえ
られる社会の実現 

基本目標 

Ⅰ．次代を担う子ども
たちや若者が心豊か
なにたくましく成長で
きる社会の実現 

Ⅲ．地域全体で子育
ち・子育てを支えあう
社会の実現 

基本施策 重点事業・主要事業 
※次回以降検討 

⑴ ひとり親家庭の生活基盤
の安定のための「就労支援」
の充実 

⑵ ひとり親家庭の子育てと
仕事の両立のための 「子育
てや生活面での支援」の 
充実 

⑶  ひとり親家庭への支援策
の利用促進のための相談機
能の充実や情報提供等の取
組の推進 

１ 早期の就労に結びつく支援 

２ 就労に有効なスキル･資格 
 取得の支援 

３ マッチング支援 

１ 子どもの成長に合わせた 
 生活面での支援 

２ 就職活動時や就労時等の 
 子育て支援 

１ 総合的に相談できる場所の 
 整備  

２ 様々な場面での情報提供 

部会における 
課題の掘り下げ 

７月１日本会における 
課題のまとめ 

７．ひとり親家庭等の
自立に向けた支援の
充実 


